
地方自治法等の一部を改正する法律について

平成２９年１２月２５日（月）
総務省自治行政局行政課
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 地方自治法等の一部を改正する法律（平成29年法律第54号）により、

① 都道府県、指定都市に内部統制制度を導入（その他の市町村は努力義務）するとともに、

② 全地方公共団体に監査基準に従った監査等が義務づけられた。（改正法の施行日：平成32年4月1日）

 これらの実務のあり方等について詳細な検討を行うことを目的として、「地方公共団体における内部統制・監査に関す

る研究会」を設置。

〔座長〕 宇賀 克也 東京大学大学院法学政治学研究科教授

〔座長代理〕山本 爲三郎 慶應義塾大学法学部教授

〔委員〕 秋山 修一郎 公認会計士
池田 雄一 税理士
石川 恵子 日本大学経済学部教授
泉 洋一 宮城県総務部行政経営推進課長
影浦 浩二 愛媛県砥部町代表監査委員
貴納 順二 大阪市代表監査委員
清水 涼子 関西大学大学院会計研究科教授
友渕 宗治 東京都代表監査委員
町田 祥弘 青山学院大学大学院会計ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾝ研究科教授
宮原 清貴 弁護士
森井 美江 大阪市総務局監察部内部統制担当課長

○ 研究会を平成29年10月に立ち上げ。

〇 平成３２年４月の施行を見据え、

地方公共団体の準備期間に配慮した上で、

研究会として、

「内部統制に関するガイドライン案」及び

「監査に関する指針案」

をとりまとめ。

地方公共団体における内部統制・監査に関する研究会

〇本研究会では、地方公共団体における内部統制制度のあり方及び導入プロ
セスを議論。

⇒最終的には、各地方公共団体において、内部統制をスムーズに導入できるよ
うにするための「手順書」として、ガイドラインを策定することを想定

〇本研究会では、地方公共団体の監査の現状を把握・分析し、あるべき姿をゼロベー
スで議論

⇒最終的には、地方公共団体の監査における基本原則及びそれに沿った実務のあり
方を監査に関する指針として策定することを想定

構成員 スケジュール

・内部統制に関する
方針の策定・公表

・内部統制体制の整備

内部統制体制
の運用

・内部統制体制の評価
・監査委員の審査

・報告書の議会への提出 監査基準に従った監査の実施
※監査基準は全地方公共団体が策定、国は指針により助言

監査委員長等

監査制度内部統制制度
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「内部統制ガイドライン」策定について

前提

■ 平成29年地方自治法改正により、都道府県及び指定都市において、内部統制に関する方針の策定及び

必要な体制整備が義務付けられたが（その他の市町村は努力義務）、具体的な内容については各地方公

共団体が、それぞれの実情を踏まえ検討することとされている。

■ 本研究会においては、国会審議等の状況を踏まえ、各地方公共団体において内部統制をスムーズに導

入できるようにするための「手順書」として、ガイドラインを作成することとする。

※国会審議において、「今後、先行的モデル事例の紹介などによりまして支援していく、あるいは、必要に応じて、国においてガイドライン

の策定などについても検討してまいりたい」としている。

■ 研究会においては、地方公共団体における内部統制制度のあり方及び導入プロセスについて、ご議論

いただくことを想定。

■ 特に、「長による内部統制の評価及び報告」及び「監査委員による内部統制評価報告書の審査」につ

いて、重点的にご議論いただき整理する。

■ これまでの研究会及び今回の研究会での議論・整理等をもとに、具体的に、各地方公共団体で、①ど

の主体が、②どのような手順で、③どのような作業を行い、④どのような点に留意する必要があるのか

を示し、ガイドラインとする。

議論の進め方
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「監査指針」策定について

■ 昭和22年に地方自治法が施行されて70年を経過したところであるが、地方公共団体のガバナン

スの要である監査制度については、地方公共団体に関する全国統一的な監査基準が存在しないた

め、監査の実施目的や実施方法が判然とせず、各監査委員の裁量に委ねられていることから、各

地方公共団体の監査の実施状況に差異が生じている状況となっている。

■ また、人口減少社会において地方公共団体の経営資源が限られていく中、全国的に地方公共団

体の業務の適切な実施を確保することが求められており、そのためにも監査の実効性の確保が重

要であると考えられる。

前提

議論の進め方

■ 研究会においては、地方公共団体の監査の現状を把握・分析し、あるべき姿等について、ゼロ

ベースでご議論いただくことを想定。

■ 特に、リスクの評価や着眼点、証拠収集の方法などといった「監査の実施」に当たっての論点

について、重点的にご議論いただき整理する。

■ 研究会での議論・整理を通じて、監査における基本原則（監査基準（案）となりうるもの。）

を明らかにするとともに、それに沿った実務のあり方を実施要領として策定し、両者をあわせて

監査指針とする。
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長や職員に対する高額（約１億円以上）の損害賠償が命じられた事例

事案 賠償義務者 賠償額 備考

１ 市が締結した汚土収集運搬作業の委託契約
（福山市）

市長、助役
（３名）

1億751万円 市長は破産
助役は判決額又は和解額を支払

２ ゴルフ場開発不許可処分とされた開発事業者との
民事調停（京都市）

市長 26億1257万円 相続人が一部支払い、残額は欠損
処理

３ 土地開発公社が先行取得した動物霊園等の建設
予定地の買受（交野市）

市長 1億3246万円 一部支払済

４ 公共下水道に関する地方交付税算定（岡山市） 市長、助役、
職員

4億5090万円 高裁判決後に和解
（和解額を全額支払済）

５ 県職員の公務出張に係る旅費（福井県） 知事 1億983万円 高裁で知事が逆転勝訴（上告後確定）

６ 外郭団体に対する補助金（神戸市） 市長 2億5379万円 議決により権利放棄

７ 外郭団体に対する補助金（神戸市） 市長 55億3966万円 議決により権利放棄

８ 浄水場建設予定地として購入した土地の代金
（さくら市（旧氏家町））

町長 1億2192万円 議決により権利放棄

９ 生活保護の支給決定（滝川市） 職員 1億3465万円 議決により権利放棄

１０ 河川改修事業の委託料の過大支払（横浜市） 職員 1億4049万円 判決後訴え取下げ

１１ バイオマス事業への補助金の支出（御船町） 町長 9279万円 控訴取下げにより確定
賠償額の支払について町が提訴

１２ リサイクル施設の事業停止に伴う補助金の返還
（栃木県）

知事 1億9659万円 高裁で知事が逆転勝訴（上告後確定）

○ 平成１７年４月１日～平成２８年４月１日の間に、住民訴訟（４号訴訟）において、地方公共団体の長や職員
に対する約１億円以上の損害賠償請求を命じる判決が言い渡されたもの。

か た の し

みふねまち

うじいえまち
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